
令和６年２月２２日

青森県教育委員会第３２７回臨時会



期 日 令和６年２月２２日（木）

場 所 教育庁教育委員会室

会 議 次 第

１ 開 会

２ 報 告

○報告第１号 議案に対する意見について …………………………… １

３ 議 案

○議案第１号 青森県教育委員会事務局及び教育機関（学校

。） （ ）を除く の職員の人事について …… 非公開の会議

（ ）○議案第２号 市町村立学校職員の人事について …… 非公開の会議

（ ）○議案第３号 県立学校職員の人事について ………… 非公開の会議

○議案第４号 青森県教育委員会事務局の組織等に関する規

（ ）則の一部を改正する規則案について … 非公開の会議

４ その他

○県立特別支援学校におけるスクール・ミッションについて ……… ２

５ 閉 会



報告第１号

議案に対する意見について

知事から意見を求められた下記議案について、緊急を要するため、青森

県教育委員会の事務の委任等に関する規則第４条第１項の規定に基づき、

教育長において臨時に代理し、原案に同意したので、ここに報告します。

記

１ 令和６年度青森県一般会計予算案（教育委員会所管分）

２ 青森県公立学校情報機器整備基金条例案

３ 障害に関する用語の表記の整理に関する条例案

４ 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案

５ 青森県都市公園条例の一部を改正する条例案

６ 青森県学校職員定数条例の一部を改正する条例案

７ 工事の請負契約の件

８ 令和５年度青森県一般会計補正予算（第５号）案（教育委員会所管分）
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［その他］

県立特別支援学校におけるスクール・ミッションについて

１ 趣旨

県立特別支援学校では、これまで校訓や学校教育目標等を踏まえた教

育理念を地域等と共有しながら、様々な教育活動を行ってきたところだ

が、特別支援教育の理念である共生社会の実現や現行の学習指導要領の

理念である「社会に開かれた教育課程」の実現のためには、各校の教育理

念や社会的役割について幼児児童生徒及び学校内外の関係者に分かりや

すく示すとともに、教職員が共有しやすいものとする必要があった。

このことから、平成３０年度に策定した特別支援教育の今後の１０年

の道筋を示す「青森県特別支援教育推進ビジョン」の基本方針に基づき、

特色ある教育活動に資するよう、県立特別支援学校に求められる役割や

目指すべき学校像等を明確化することとし、今般、県立特別支援学校共

通のスクール・ミッションを定めたものである。

２ 内容

別紙のとおり

３ 施行日

令和６年４月１日

－2－



県立特別支援学校スクール・ミッション

青森県教育委員会

一人一人の障がいの状態等に応じて、その時に最も必要な

教育を行うとともに、学んだことを生かしながら、自立と社

会参加に向けて、主体的に学び続ける幼児児童生徒を育てま

す。

家庭や地域、関係機関と連携し、協力して幼児児童生徒を

育てるとともに、障がいのある者と障がいのない者が支え合

い、認め合える社会の実現に向けた取組を推進します。

幼児教育施設、小・中学校、高等学校等とつながり、必要

な支援に努めながら、地域の特別支援教育の推進に貢献しま

す。
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参 考 資 料

第３２７回臨時会（令和６年２月）

●報告第１号

議案に対する意見について P１～P７

●その他

県立特別支援学校におけるスクール・ミッションについて P８
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職員の退職手当に関する条例の一部改正について

１ 概要

定年引上げ後の退職手当制度については、昨年度、国に準じて条例改正等を行い、令和

５年４月１日に施行されているところであるが、現行規定のままでは、給料表異動等によ

り給料が減額となったことがある職員に係る退職手当額について、定年引上げ後の手当額

が旧定年（60 歳）で退職した場合の手当額よりも下回る場合があることから、職員に不利

益が生じないよう、退職手当の基礎額の算定方法について改正するものである。

２ 定年引上げ後の退職手当制度等

（１）現行規定

①退職手当の基本的な計算方法 ＜退職手当条例第２条の４＞

退職手当額 ＝ 退職手当の基本額 ＋ 調整額（在職中の職位に応じた加算額）

退職時の給料月額 × 退職事由等別の支給率

※支給率は勤続年数 35

年で上限に達する。

②ピーク時特例 ＜退職手当条例第５条の２＞

在職期間中に、給料月額の減額改定（いわゆるベースダウン）以外の理由（降格や給

料表異動など）により、給料月額が減額されたこと（特定減額）がある場合に、給料月

額の減額前に早期退職する場合よりも退職手当が大きく下がらないようにすることと

した算定方法であり、平成１７年の退職手当法の改正に伴い、本県の退職手当条例にも

設けられた特例。

　行政職

… 53 54 55 56 57 58 59 60歳

退職日までの勤続年数に応じた支給率 ①

給料月額

退職手当基本額＝ ×
給料月額

Ａ
支給率

①

退職時の給料月額 【Ａ】

　研究職

　行政職

56 57 58 59 60歳… 53 54 55

給料月額

＋

退職手当基本額＝

×
給料月額

Ａ
支給率

① ×
給料月額

Ｂ
支給率

②－①

ピーク時までの勤続年数

に応じた支給率 ①

退職日までの勤続年数に応じた支給率 ②

支給率 ① と ② の差

特定減額前給料月額【Ａ】

＜ピーク時＞ 退職時

給料月額【Ｂ】

参 考 資 料

報告第１号資料
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③定年引上げに伴う退職手当の特例

定年引上げに伴う給料月額７割措置後に退職する職員の退職手当について、額の算定

にあたり計算方法及び支給率に係る特例を適用することとした。（R5.4.1 施行）

ア 60 歳に達した日以後退職する職員の退職手当の支給率に係る特例

＜原始附則第 15 項及び第 16 項＞

通常の自己都合退職の場合、定年退職と比べて退職手当の支給率が低くなるが、

60 歳に達した日以後、その者の非違によることなく退職した場合（自己都合退職）

における退職手当の基本額について、当分の間、退職事由を「定年」扱いとして手

当額を算定する。【国準拠】

イ 退職手当の基本額の計算方法の特例（ピーク時特例）＜原始附則第 18 項＞

定年引上げに伴う給料月額７割措置は「給料月額の減額改定」には該当しないも

のとし、給料月額７割措置後に支給される退職手当については、退職手当の基本額

を、給料月額の減額する前までの期間と、減額後から退職時までの期間に分けて算

定する特例（ピーク時特例）を適用する。【国準拠】

（２）退職する時期等によって不利益が生じる事例

定年引上げに伴う給料月額７割措置の適用前に、給料表異動等により給料が減額（特

定減額）となったことがある職員に係る退職手当額について、ピーク時特例は特定減額

が複数あったとしても１回のみ考慮して計算する制度であることから、給料表異動等の

時期や本人の勤続年数によっては、定年引上げ後の手当額が旧定年（60 歳）で退職した

場合の手当額を下回る場合がある。

　行政職

　行政職（７割措置）

… 53 54 61 62 64 65歳636055 56 57 58 59

給料月額

ピーク時（旧定年：60歳）までの勤続年数に応じた支給率 ①

退職日までの勤続年数に応じた支給率 ②

支給率 ① と ② の差

退職時

給料月額【Ｂ】

退職手当基本額＝ ×
給料月額

Ａ
支給率

① ×
給料月額

Ｂ
支給率

②－①＋

特定減額前給料月額【Ａ】

＜ピーク時＞

　研究職

　行政職

　行政職（７割措置）

65歳59 60 61 62 63 6455 56 57 58… 53 54

給料月額

ピーク時までの勤続年数

に応じた支給率 ①

退職日までの勤続年数に応じた支給率 ②

支給率 ① と ② の差

退職時

給料月額【Ｂ】

定年引上げ後（７割措置後）に退職する

場合の退職手当額には含まれない

特定減額前給料月額 【Ａ】

＜ピーク時＞

退職手当基本額＝

×
給料月額

Ａ
支給率

① ×
給料月額

Ｂ
支給率

②－①＋
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３ 国の動向

国においても同様の事例が発生すると考えられるため、退職手当法の追加改正や、規則

・運用等により対応するものと考えていたが、現時点において特に改正等は行われておら

ず、他団体が総務省に問い合わせたところ、「想定していないため、特に対応する予定は

ない。」とのことであった。

４ 他都道府県の動向

当該事例に対する措置（ピーク時特例の適用拡大等）については度々全国照会も行われ

ており、令和４年７月時点では、約半数の団体が対応予定なし又は検討中であったが、現

時点では３６団体が対応済みとなっている。

＜参考 ピーク時特例の取扱いに係る全国照会結果＞

R4.7 月時点 R5.11 月時点

対応状況 団体数 東北各県の状況

有・有の方向で検討中 24 福島

無・無の方向で検討中 16 青森、岩手、秋田、山形

検討中 7 宮城

対応状況 団体数 東北各県の状況

対応済（条例改正済） 36 岩手、宮城、山形、福島

国準拠（未対応） 11 青森、秋田

５ 改正内容

定年引上げ後の退職手当制度については、基本的に国に準じた制度とすることにより、

定年引上げ後に退職する場合に職員が不利にならないように措置されるものと考えてい

たが、本県において国では想定していない事例によって職員が不利になる場合があること

が確認されたこと、他都道府県においても職員が不利にならないように措置している団体

が多数であることから、既に対応済みである他都道府県の取扱いを参考にピーク時特例の

取扱いを見直すこととする。

＜ピーク時特例の見直し内容＞

定年引上げに伴う給料月額７割措置の適用前に給料表異動等により給料が減額とな

ったこと（特定減額）がある職員に係る退職手当額については、当該特定減額前の給料

月額を考慮して退職手当基本額の算定を行うこととする。

［理由］

① 職員に定年引上げによる不利益が生じないようにするため、60 歳時点での退職手

当額を保障する必要がある。

② 給料表異動等に伴う減額がなく、60 歳時点で勤続年数が 35 年に満たない職員の

場合は、定年引上げ後の勤務年数に応じて退職手当額が増額となるため、それらの

職員との均衡を図る必要がある。
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＜改正条項番号及び改正内容＞

その他、上記改正に伴い生じる項ずれや字句の整理等の形式改正を行う。

＜改正後の算定方法＞

６ 施行日

令和６年４月１日

条項番号 改正内容

原始附則第 19 項

【追加】

定年引上げに伴う給料月額７割措置後に退職した職員のうち、７割措置

以外の理由によって特定減額前給料月額が生じた場合における退職手

当基本額の算定方法について規定。

原始附則第 20 項

【追加】

上記附則第 19 項の規定に基づき算定する場合における退職手当の基本

額の上限額について規定。

原始附則第 21 項

【追加】

定年引上げに伴う給料月額７割措置後に、整理退職や公務上の傷病・死

亡により退職した職員（早期退職者に係る割増率として２％の割増とな

る職員）に係る退職手当の額の算定について、上記第 19 項及び第 20

項の規定を適用するための読替規定を設ける。

原始附則第 22 項

【追加】

特定地方警務官（国家公務員）が特定任命により職員（地方公務員）と

なった後に退職した場合の退職手当の額の算定について、上記第 19 項

から第 21 項までの規定を適用するための読替規定を設ける。

【参考】早期退職者（勧奨退職者）に係る退職手当額の割増（原始附則第21項、第22項）

50歳 51歳 52歳 53歳 54歳 55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳 66歳 67歳 68歳 69歳 70歳

定年65歳の職員
（一般職員）

20% 18% 16% 14% 12% 10% 8% 6% 4% 2% 定年

うち
公務上傷病・死亡等

20% 18% 16% 14% 12% 10% 8% 6% 4% 2% 2% 2% 2% 2% 2% 定年

定年70歳の職員
（医師・歯科医師）

20% 18% 16% 14% 12% 10% 8% 6% 4% 2% 定年

うち
公務上傷病・死亡等

20% 18% 16% 14% 12% 10% 8% 6% 4% 2% 2% 2% 2% 2% 2% 定年

（定年退職扱い）

（定年退職扱い）

　研究職

　行政職

　行政職（７割措置）

… 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65歳

給料月額

ピーク時までの勤続年数

に応じた支給率 ①

旧定年（60歳）までの勤続年数に応じた支給率 ②

支給率 ① と ② の差

退職時

給料月額【Ｃ】

退職手当基本額＝

× ×
給料月額

Ｃ
支給率

③－②

退職日までの勤続年数に応じた支給率 ③

７割措置前（60歳時点）の

給料月額【Ｂ】

支給率 ② と ③ の差

＋ ×
給料月額

Ｂ
支給率

②－① ＋
給料月額

Ａ
支給率

①

特定減額前給料月額【Ａ】

＜ピーク時＞
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２
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（１
）
教

職
員

の
専

門
性

の
維

持
・
向

上

 （２
）
特

別
支

援
学

校
の

学
習

環
境

の
充

実

　
　

　
　

　
青

森
県

特
別

支
援

教
育

推
進

ビ
ジ

ョ
ン

　
　

　
　

～
学

び
を

「
つ

な
ぐ

」
・
「
深

め
る

」
・
「
生

か
す

」
た

め
の

今
後

１
０

年
の

道
筋

～

２
　

学
び

を
深

め
る

　
　

～
 一

人
一

人
に

応
じ

た
指

導
の

充
実

 ～
　

１
　

学
び

を
つ

な
ぐ

　
　

～
 学

び
の

連
続

性
を

重
視

し
た

対
応

 ～
　

３
　

学
び

を
生

か
す

　
　

～
 自

立
と

社
会

参
加

に
向

け
た

教
育

の
充

実
 ～

　

(１
)特

別
支

援
教

育
巡

回
相

談
の

充
実

(２
)特

別
支

援
学

校
の

教
育

相
談

の
充

実
・
強

化

(３
)「

地
区

特
別

支
援

連
携

協
議

会
」
を

中
心

と
し

た
教

育
相

談
体

制
　

　
  
の

充
実

・
強

化

(４
)小

・
中

学
校

及
び

高
等

学
校

に
お

け
る

校
内

支
援

体
制

の
充

実
　

  
及

び
連

携
強

化

(１
)特

別
支

援
学

校
教

諭
免

許
状

の
取

得
率

の
向

上
(２

)特
別

支
援

教
育

に
係

る
研

修
の

充
実

(３
) 

小
・
中

学
校

等
と

特
別

支
援

学
校

間
の

指
導

の
専

門
性

の
共

有

(１
)特

別
支

援
学

校
の

今
後

の
在

り
方

に
つ

い
て

の
検

討

(２
)特

別
支

援
学

校
の

基
礎

的
環

境
整

備
の

充
実

(１
)特

別
支

援
学

校
に

お
け

る
キ

ャ
リ

ア
教

育
の

充
実

(２
)特

別
支

援
学

校
に

お
け

る
職

業
教

育
の

充
実

(３
) 小

・
中

学
校

等
と

の
連

携
に

よ
る

特
別

な
教

育
的

ニ
ー

ズ
の

あ
　

　
る

児
童

生
徒

の
キ

ャ
リ

ア
教

育
の

充
実

(１
)地

域
に

開
か

れ
た

特
色

あ
る

学
校

づ
く
り

(２
)交

流
及

び
共

同
学

習
の

更
な

る
充

実

(３
)生

涯
を

通
じ

た
学

び
、

ス
ポ

ー
ツ

・
文

化
活

動
の

推
進

（１
）
特

別
支

援
学

校
の

セ
ン

タ
ー

的
機

能
の

充
実

（２
）
小

・中
学

校
及

び
高

等
学

校
に

お
け

る
校

内
支

援
体

制
の

充
実

（１
）
キ

ャ
リ

ア
教

育
の

充
実

 （２
）
福

祉
、

労
働

等
の

関
係

機
関

と
の

連
携

に
よ

る
職

業
教

育
の

充
実

（３
）
特

別
支

援
学

校
と

地
域

等
と

の
連

携
の

推
進

２
　

教
職

員
の

専
門

性
の

維
持

・
向

上

○
小

・中
学

校
等

支
援

、
教

育
相

談
等

の
実

施
、

　
 地

区
に

お
け

る
連

携
体

制
の

整
備

を
推

進
○

巡
回

相
談

の
活

用
促

進
〇

教
育

相
談

体
制

の
充

実
・
強

化
　

等

現
状

課
題

○
各

計
画

の
作

成
、

校
内

委
員

会
の

設
置

、
特

　
 別

支
援

教
育

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

の
指

名
等

、
 　

校
内

支
援

体
制

の
構

築
を

推
進

○
通

常
の

学
級

に
お

け
る

各
計

画
の

作
成

率
の

向
上

○
小

・中
学

校
及

び
高

等
学

校
間

の
支

援
情

報
の

適
　

 切
な

引
き

継
ぎ

　
等

○
全

て
の

教
職

員
が

適
切

な
指

導
及

び
必

要
 　

な
支

援
を

行
う

た
め

に
各

種
研

修
等

を
実

施
○

基
礎

的
な

知
識

・
技

能
の

向
上

○
各

障
害

種
の

指
導

の
専

門
性

の
維

持
･向

上
　

等

○
校

舎
の

増
改

築
、

複
数

の
障

害
種

へ
の

対
　

 応
、

給
食

の
実

施
な

ど
、

多
角

的
に

推
進

○
一

定
規

模
の

学
習

集
団

の
確

保
○

県
域

に
お

け
る

病
弱

・身
体

虚
弱

教
育

の
充

実
　

等

○
特

別
支

援
学

校
に

お
け

る
全

体
計

画
の

作
　

 成
、

各
事

業
に

よ
り

継
続

的
に

キ
ャ

リ
ア

教
　

 育
を

推
進

○
幼

稚
園

、
小

・
中

学
部

、
高

等
部

の
発

達
の

段
階

を
　

 踏
ま

え
た

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
更

な
る

充
実

○
小

・中
学

校
等

と
連

携
し

た
キ

ャ
リ

ア
教

育
の

推
進

 等

○
授

業
改

善
を

図
る

と
と

も
に

地
域

の
関

係
機

　
 関

と
の

連
携

を
推

進
○

地
域

の
特

色
を

生
か

し
た

学
習

の
展

開
○

実
習

協
力

事
業

所
等

と
の

連
携

強
化

　
等

○
交

流
及

び
共

同
学

習
を

推
進

〇
学

校
運

営
協

議
会

の
設

置

○
地

域
で

学
び

、
活

動
し

て
い

く
た

め
の

基
盤

づ
く
り

○
居

住
地

校
交

流
の

推
進

　
等

　
Ⅲ
　
基
本
方
針

　
～
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
目
指
し
て
～

　
Ⅰ
　
近
年
の
特
別
支
援
教
育
に
関
す
る
動
向

共
生

社
会

の
形

成

　
　
　
Ⅱ
　
本
県
特
別
支
援
教
育
の
現
状
と
課
題

１
　

特
別

支
援

学
校

の
セ

ン
タ

ー
的

機
能

の
充

実
・
強

化

３
　

特
別

支
援

学
校

の
学

習
環

境
の

充
実

４
　

キ
ャ

リ
ア

教
育

・
職

業
教

育
の

充
実

５
　

特
別

支
援

学
校

と
地

域
等

と
の

連
携

推
進

現
状

課
題

現
状

課
題

現
状

課
題

現
状

課
題

現
状

課
題

現
状

課
題

学 び を 「 つ な ぐ 」 ・「 深 め る 」 ・「 生 か す 」

　
　
　　

■
国

連
総

会
に

お
い

て
、

障
害

者
の

権
利

に
関

す
る

条
約

（
障

害
者

権
利

条
約

）
を

採
択

（
平

成
１

８
年

１
２

月
）
■

特
別

支
援

教
育

の
本

格
的

実
施

（
平

成
１

９
年

４
月

）
■

改
正

障
害

者
基

本
法

施
行

（
障

害
者

権
利

条
約

対
応

）
（
平

成
２

３
年

８
月

）
■

共
生

社
会

の
形

成
に

向
け

た
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

教
育

シ
ス

テ
ム

構
築

の
た

め
の

特
別

支
援

教
育

の
推

進
（
報

告
）
（
平

成
２

４
年

７
月

）
■

就
学

制
度

改
正

（
平

成
２

５
年

９
月

）
■

障
害

者
権

利
条

約
批

准
（
平

成
２

６
年

１
月

）
■

障
害

者
の

差
別

の
解

消
の

推
進

に
関

す
る

法
律

（
障

害
者

差
別

解
消

法
）
施

行
（
平

成
２

８
年

４
月

）
■

特
別

支
援

学
校

幼
稚

部
教

育
要

領
及

び
小

学
部

・
中

学
部

学
習

指
導

要
領

告
示

（
平

成
２

９
年

４
月

）
■

特
別

支
援

学
校

高
等

部
学

習
指

導
要

領
告

示
（
平

成
３

１
年

２
月

）

特
別

支
援

学
校

新
学

習
指

導
要

領
の

改
善

の
方

向
性

　
（
平

成
２

９
年

４
月

） 
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
１

　
学

び
の

連
続

性
を

重
視

し
た

対
応

　
　

　
　

　
２

　
一

人
一

人
に

応
じ

た
指

導
の

充
実

　
　

　
　

　
３

　
自

立
と

社
会

参
加

に
向

け
た

教
育

の
充

実
　

参
考

資
料

そ
の

他
関

係
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